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前前前前        文文文文    

 

 岡山県（以下「県」という。）では，IT関連も含めた基盤的技術産業の育成及びそれを支える

新技術開発を促進するため，高速大容量の情報通信基盤を備えた安価な創業空間（貸研究室）に，

岡山県産業支援プラットフォームの支援機能を付加したインキュベーションセンターを岡山リ

サーチパークに整備し，新規創業の促進等を通じて地域産業の振興を図ることとした。 

 県は，岡山リサーチパーク・インキュベーションセンター（仮称）整備等事業（以下「本件事

業」という。）の実施に当たり，民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法

律（平成11年法律第117号）の趣旨にのっとり，民間企業の施設維持管理業務及び運営業務の実

施能力を最大限に利用するために，本件施設の設計，建設，引渡し並びに維持管理及び運営の各

業務からなる本件事業を民間事業者に対して一体の事業として発注することとした。 

 県及び事業者は，本件事業の実施に関して，次のとおり合意する。 

 

 

第第第第 1111 章章章章    総則総則総則総則    

 

（目的及び解釈） 

第 1条 本契約は，県及び事業者が相互に協力し，本件事業を円滑に実施するために必要な一切

の事項を定めることを目的とする。 

２ 本契約条件において用いられる語句は，本文中において特に明示されているものを除き，別

紙 1において定められた意味を有するものとする。 

 

（公共性及び民間事業の趣旨の尊重） 

第 2条 事業者は，本件事業が, 県が公の施設として設置するインキュベーションセンターとし

ての公共性を有することを十分理解し，本件事業の実施に当たっては，その趣旨を尊重するも

のとする。 

２ 県は，本件事業が民間事業者によって実施されることを十分理解し，その趣旨を尊重するも

のとする。 

 

（事業スケジュール） 

第3条 本件事業は，別紙2として添付する事業スケジュール表に従って実施されるものとする。 

 

（本件事業の概要） 

第 4条 本件事業は，本件施設の設計及び建設，本件施設の県に対する引渡し，本件施設の維持

管理業務及び運営業務の遂行並びにこれらに付随し，関連する一切の業務により構成されるも
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のとする。 

２ 事業者は，本件事業を，本契約並びに入札説明書等及び応募者提案に従って遂行しなければ

ならない。なお，本件施設の設計，建設，維持管理及び運営の概要は，別紙 3として添付する

事業概要書において明示されるものとする。 

 

（事業者の資金調達及び県の国庫補助申請への協力） 

第 5条 本件施設の設計及び建設，本件施設の県に対する引渡し，本件施設の維持管理業務及び

運営業務の遂行並びにこれらに付随し，関連する一切の費用は，すべて事業者が負担するもの

とし，また，本件事業に関する事業者の資金調達は，本契約に別段の規定がある場合を除き，

すべて事業者が自己の責任において行うものとする。 

２ 事業者は，本件事業に関する資金調達に対して，財政上及び金融上の支援が適用されるよう

努力しなければならない。また，県は，事業者が法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金

融上の支援を受けることができるよう努めるものとする。 

３ 事業者は，県が本件施設の整備に関する国庫補助金の申請を行うに当たり必要となる書類作

成等に協力するものとする。 

 

第２章第２章第２章第２章    本件施設の設計本件施設の設計本件施設の設計本件施設の設計    

 

（本件施設の設計） 

第 6 条 事業者は，本契約並びに入札説明書等及び応募者提案に従い，日本国の法令を遵守し，

県と協議の上，本件施設の設計を行う。 

２ 事業者は，自身の行った本件施設の設計に関する一切の責任（設計上の誤り及び事業者の都

合による設計変更から発生する増加費用の負担を含む。）を負担する。 

３ 事業者は，本件施設の設計を行うに当たり，定期的に県との打ち合わせを行うものとする。 

 

（許認可及び届出） 

第 7条 本件施設の設計に関する義務を履行するために必要な一切の許認可は，事業者が自己の

責任及び費用において取得する。 

２ 事業者が県に対して協力を求めた場合，県は，事業者による前項に定める許認可の取得及び

届出等に必要な資料の提出その他について協力するものとする。 

３ 県が何らかの許認可を取得する場合に事業者に対して協力を求めた場合，事業者は，県によ

る設計に関する許認可の取得，届出等に必要な資料の提出その他について協力するものとする。 

 

（本件施設の設計の完了） 

第 8条 事業者は，本件施設の設計を完了した場合は，速やかに別紙 4に記載する図書を県に対

して提出するものとする。 



 - 8 - 

２ 県が前項に規定する図書と入札説明書等又は応募者提案の間に不一致があると認めた場合，

県は，速やかに当該不一致を生じている設計箇所及びその内容を事業者に対して通知するもの

とする。 

３ 事業者が前項に規定する通知を受領した場合，事業者は，速やかに当該不一致を是正し，県

の確認を経るものとする。なお，当該是正は，事業者の責任及び費用をもって行われるものと

する。 

４ 県は，県が第 6条第 3 項の規定による事業者との打ち合わせを行ったこと，第 1項に規定す

る図書を受領したこと，事業者に対して第 2項に規定する通知を行ったこと又は前項の規定に

従い確認を行ったことのいずれを理由としても，本件施設の設計及び建設の全部又は一部につ

いて何らの責任を負担するものではない。 

 

（設計の変更） 

第 9条 県は，必要があると認める場合，書面により設計の変更を事業者に求めることができる。

この場合において，事業者は，当該変更の請求に対し速やかに検討の結果を県に通知しなけれ

ばならない。ただし，県は，工期の変更を伴う設計変更を事業者に請求することはできない。 

２ 県の請求により設計変更を行う場合，当該変更により事業者に追加的な費用が発生したとき

は，設計変更についての帰責性の割合に応じて，県又は事業者が当該費用を負担する。 

３ 事業者は，県の承諾を得た場合を除き，設計変更を行うことはできない。 

４ 事業者が県の承諾を得て設計変更を行う場合，当該変更により事業者に追加的な費用が発生

したときは，設計変更についての帰責性の割合に応じて，県又は事業者がその費用を負担する。 

 

第３章第３章第３章第３章    本件施設の建設本件施設の建設本件施設の建設本件施設の建設    

第一第一第一第一    総則総則総則総則 

 

（本件施設の建設） 

第 10 条 事業者は，請負人をして，本契約，入札説明書等及び応募者提案に従い，本件施設の

建設工事を施工させるものとする。 

２ 仮設，施工方法その他本件施設を完成するために必要な一切の手段については，事業者が自

己の責任において定めるものとする。 

３ 事業者は，本件施設の建設に必要な工事用電気，水道，ガス等のユーティリティーは自己の

責任において確保するものとする。 

 

（施工計画書等） 

第 11 条 事業者は，別紙 5に規定する図書を，本件施設の工事の着手前に県に提出するものと

する。 

２ 事業者は，工事工程表を作成し，県に提出の上，請負人をして，これに従って工事を遂行さ
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せるものとする。 

３ 事業者は，本件施設の工期中，請負人をして，工事現場に常に工事記録を整備させなければ

ならない。 

４ 事業者は，建築工事共通仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修），電気設備工事共通 

仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）及び機械設備工事共通仕様書（国土交通省大臣 

官房官庁営繕部監修）の最新版を参照するものとする。 

 

（第三者への委託等） 

第 12 条 事業者は，本件施設の建設を請負人に委託し，又は請け負わせるものとし，事前に県

の承諾を得た場合を除き，当該請負人以外の者に，本件施設の建設の全部又は大部分を委託し，

又は請け負わせてはならない。ただし，事業者は，各業務工程の着手前に県に届け出た上で，

本件施設の建設工事の一部を第三者に委託し，又は請負人をして下請負人を使用させることが

できる。 

２ 請負人（前項ただし書の規定による受託者及び下請負人を含む。）の使用はすべて事業者の

責任において行うものとし，請負人の責めに帰すべき事由は，事業者の責めに帰すべき事由と

みなして，事業者が責任を負うものとする。 

 

（工事監理者） 

第 13 条 事業者は，株式会社［ ］を工事監理者として置く。 

２ 県は，事業者を通じて工事監理者に随時報告を求めることができるものとし，また，事業者

は，工事監理者をして県に定期的に報告を行わせるものとする。 

３ 工事監理者は，毎月，月報及び監理報告書を作成の上，翌月［ ］日（当該日が岡山県の休

日を定める条例（平成元年岡山県条例第２号）に規定する県の休日（以下「休日」という。）

に当たるときは，当該日の翌日とする。）までに事業者に対して提出するものとし，事業者は，

これをその翌々日（当該日が休日に当たるときは，当該日の翌日とする。）までに県に対して

提出するものとする。 

 

（許認可及び届出） 

第 14 条 本件施設の建設に関する義務を履行するために必要な一切の許認可は，事業者が自己

の責任及び費用において取得する。 

２ 事業者が県に対して協力を求めた場合，県は，事業者による前項に定める許認可の取得及び

届出等に必要な資料の提出その他について協力するものとする。 

３ 県が事業者に対して協力を求めた場合，事業者は，県による建設に関する許認可の取得，届

出等に必要な資料の提出その他について協力するものとする。 
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（建設場所の管理） 

第 15 条 本件施設の建設場所の管理は，事業者が善良なる管理者の注意義務をもって行う。 

 

（建設に伴う各種調査） 

第 16 条 県は，設計の参考資料として地質調査報告書の抜粋を事業者に提供する。この場合に

おいて，当該報告書の内容の正確性については，県が保証するものとするが，地層推定断面図

については，調査結果に基づく想定であり，地層推定断面図が実際の地層と異なっていた場合

における本件事業実施に伴う設計変更のリスクは，事業者が負担するものとする。なお，更に

地質調査を必要とする場合は，本契約締結後，事業者がその判断と費用により実施するものと

する。 

２ 事業者は，建設に伴う各種調査等を行う場合，県に事前に連絡した上で行うものとする。 

 

（本件施設の建設に伴う近隣対策） 

第 17 条 事業者は，自己の責任及び費用において，本件事業により生じうる震動等が本件施設

の周辺に位置する企業の業務に支障を来すことがないよう十分に配慮するとともに，騒音，振

動，悪臭，光害，粉じん発生，交通渋滞その他建設工事が近隣の生活環境に与える影響を勘案

し，合理的に要求される範囲の近隣対応を実施する。なお，係る近隣対応について，事業者は，

県に対して，事前及び事後にその内容及び結果を報告する。 

 

（履行保証等） 

第 18 条 事業者は，本件施設の建設請負工事に関して，請負人をして，建設費に相当する費用

の 10％の履行保証保険の付保又はこれと同等の保証契約を締結せしめ，着工までに当該履行

保証保険証券又は当該契約書の写しを県に提出するものとする。 

 

第二第二第二第二    県による確認県による確認県による確認県による確認    

 

（県による説明要求及び建設現場立会い等） 

第 19 条 県は，本件施設が設計図書（県と事業者との打ち合わせの結果を含む。以下同じ。）

に従い建設されていることを確認するために，本件施設の建設について，事業者に事前に通知

した上で，事業者又は請負人に対して説明を求めることができるものとし，また，建設現場に

おいて建設状況を事業者の立会いの上確認することができるものとする。 

２ 事業者は，前項に規定する説明及び確認の実施について，県に対して最大限の協力を行うと

ともに，請負人をして，県に対して必要かつ合理的な説明及び報告を行わせるものとする。  

３ 前２項に規定する説明又は確認の結果，建設状況が設計図書又は応募者提案の内容を逸脱し

ていることが判明した場合，県は，事業者に対してその是正を求めることができ，事業者は，

これに従わなければならない。 
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４ 事業者は，工事期間中において事業者が行う，工事監理者が定める本件施設の検査又は試験

について，事前に県に対して通知するものとする。県は，当該検査又は試験に立ち会うことが

できるものとする。 

５ 県は，本条に規定する立会い，確認等の実施を理由として，本件施設の建設の全部又は一部

について何ら責任を負担するものではない。 

 

第三第三第三第三    本件施設の完工等本件施設の完工等本件施設の完工等本件施設の完工等    

 

（事業者による本件施設の完工検査） 

第 20 条 事業者は，自己の責任及び費用において，本件施設の完工検査及び機器，備品等の検

査を行うものとする。なお，事業者は，県に対して，事業者が行う完工検査の 7日前に，完工

検査を行う旨を通知するものとする。 

２ 県は，事業者が前項の規定により行う完工検査及び機器，備品等の検査に立会うことができ

る。 

３ 事業者は，完工検査に対する県の立会いの有無を問わず，県に対して完工検査の終了後速や

かに検査済証その他の検査結果に関する書面の写しを添えて，完了届及び検査依頼書を提出し

なければならない。 

 

（県による本件施設の完工検査） 

第 21 条 県は，事業者による前条の完工検査の終了後，本件施設の引渡しに先立ち，以下の方

法により完工検査を実施するものとする。 

（1） 完工検査は，請負人及び工事監理者立会いのもとで実施する。 
（2） 完工検査は，設計図書との照合により実施する。 
（3） 機器，備品等の試稼動等による検査は，県による完工検査前に事業者が実施し，その報

告書を県に提出する。なお，県は，当該検査に立ち会うことができる。 

（4） 機器，備品等の取扱いに関して，前号の検査とは別に，事業者が県への説明を実施する。 
 

（県による本件施設の完工検査通知） 

第 22 条 県が前条の規定により本件施設（植栽のうち，本件施設の完工後に整備することを県

が認めたものは除く。）が設計図書に従い建設されていること，機器，備品等が整備されてい

ること及びそれらの維持管理が可能であることを確認し，かつ，事業者が提案に基づき別紙 6

に掲げる種類及び内容を有する保険に加入し，その保険証書の写しを別紙 7に掲げるしゅん工

図書とともに県に対して提出した場合，県は，事業者に対して速やかに完工検査済書を交付す

るものとする。 

２ 事業者は，県の完工検査済書を受領しなければ本件施設の維持管理を開始することはできな

いものとする。 
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３ 県は，事業者から交付されたしゅん工図書につき，本件施設の修繕，改修等のためにこれを

使用し，必要な改変等を行うことができる。 

４  事業者は，県に提出するしゅん工図書につき，県がこれを自由に使用，公表，改変，変更等

を行うことができるよう必要な措置を講じなければならない。 

 

（事業者による本件施設の維持管理体制整備） 

第 23 条 事業者は，本件施設の供用開始予定日までに，本件施設の維持管理業務の実施に必要

な人員を確保し，かつ，維持管理に必要な訓練，研修等を完了するものとする。 

２ 事業者は，前項に規定する研修等を完了し，かつ，維持管理業務に関する要求水準書に従っ

て本件施設の維持管理業務を実施することが可能となった段階で，県に対して通知を行うもの

とする。 

 

（県による本件施設の維持管理体制確認） 

第 24 条 県は，本件施設の引渡しに先立ち，維持管理体制の確認を行うものとする。 

 

（事業者による本件施設の運営体制整備） 

第 25 条 事業者は，本件施設の供用開始予定日までに，本件施設の運営業務の実施に必要な人

員を確保し，かつ，運営に必要な訓練，研修等を完了するものとする。 

２ 入居者募集業務については，前項の規定にかかわらず，事業者は，本件施設の供用開始予定

日の半年前を目安に募集活動を始めることができるよう，募集活動に必要な訓練，研修等を完

了するものとする。 

３ 事業者は，前 2項に規定する研修等を完了し，かつ，運営業務に関する要求水準書に従って

本件施設の運営業務を実施することが可能となった段階で，県に対して通知を行うものとする。 

 

（維持管理及び運営開始の遅延） 

第 26 条 本件施設の維持管理業務及び運営業務の開始が供用開始予定日よりも遅れた場合にお

いて，事業者に帰責事由があるときは，事業者は，県に対し，それぞれ年間の維持管理委託費

相当額又は運営委託費相当額に，年 8.25％の割合を乗じて得た金額を日割り計算により支払

うものとし，事業者に帰責事由がないときは，県は，事業者の合理的な増加費用を負担するも

のとする。 

 

第四第四第四第四    工期の変更等工期の変更等工期の変更等工期の変更等    

 

（工期の変更） 

第 27 条 県が事業者に対して工期の変更を請求した場合，県と事業者は，協議により当該変更

の可否を定めるものとする。 
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２ 不可抗力又は事業者の責めに帰すことのできない事由により工期を遵守できないことを理

由として事業者が工期の変更を請求した場合，県と事業者は，協議により当該変更の可否を定

めるものとする。ただし，県と事業者の間において協議が整わない場合，県が合理的な工期を

定めるものとし，事業者は，これに従わなければならない。 

 

（工期の変更による費用負担） 

第 28 条 県の責めに帰すべき事由により工期が変更された場合，県は，当該遅延に伴い事業者

が負担した合理的な増加費用に相当する金額を事業者に対して支払うものとする。 

２ 事業者の責めに帰すべき事由により本件施設の引渡しが遅延した場合，事業者は，当該遅延

に伴い県に発生した損害額に相当する金額を県に対して支払うものとする。 

３ 不可抗力により工期が変更された場合に生じる追加費用については，別紙 8に規定する負担

割合に従い，県及び事業者が負担するものとする。 

 

（工事の中止） 

第 29 条 県は，必要があると認める場合，その理由を事業者に通知した上で，本件施設の建設

工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。 

２ 県は，前項の規定により工事の施工を一時中止させた場合，必要があると認めるときは工期

を変更することができる。この場合の費用負担については前条の規定を準用する。 

 

第五第五第五第五    損害の発生等損害の発生等損害の発生等損害の発生等    

 

（建設工事中に事業者が第三者に及ぼした損害） 

第 30 条 事業者が本件施設の建設工事の施工により第三者に損害を及ぼした場合，当該損害の

うち事業者の責めに帰すべき事由により生じたものについては，事業者が当該損害を賠償しな

ければならない。 

２ 前項の場合において，当該損害のうち事業者の責めに帰すべき事由により生じたもの以外に

ついては，工事の施工に伴い通常避けることができない騒音，振動，地盤沈下，地下水の断絶

等の理由により第三者に損害を及ぼした場合を含め，県がその損害を賠償しなければならない。 

 

（不可抗力による損害） 

第 31 条 県が本件施設の完工を確認する前に，不可抗力により，本件施設，仮設物又は工事現

場に搬入済みの工事材料その他建設機械器具等に損害が生じた場合，事業者は，当該事実の発

生後直ちにその状況を県に通知しなければならない。 

２ 前項の規定による通知を受けた場合，県は直ちに調査を行い，損害（事業者が善良な管理者

の注意義務を怠ったことに基づくものを除く。）の状況を確認し，その結果を事業者に通知す

るものとする。 
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３ 第 1 項に規定する損害（追加工事に要する費用を含む。）に係る追加費用は別紙 8に規定す

る負担割合に従い，県及び事業者が負担するものとする。    

 

（建設期間中の保険） 

第 32 条 事業者は，本件施設の建設期間中，請負人をして第三者賠償保険に加入させるものと

する。 

 

第４章第４章第４章第４章    本件施設の引渡し等本件施設の引渡し等本件施設の引渡し等本件施設の引渡し等    

 

（引渡し手続） 

第 33 条 事業者は，県が完工検査済書を事業者に交付した場合，速やかに（ただし，県が完工

検査済書を供用開始予定日の 2日前までに交付している場合には，供用開始予定日の前日に）

本件施設を県に引き渡し，所有権を移転するものとする。なお，本件施設の引渡し方法及び所

有権移転手続の詳細は，別紙 9において規定するものとする。 

 

（かし担保責任） 

第 34 条 県は，本件施設にかしがあるときは，事業者に対して相当の期間を定めてそのかしの

修補を請求し，又は修補に代え，若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができる。

ただし，かしが重要ではなく，かつ，その修補に過分の費用を要するときは，県は，修補を請

求することができない。 

２ 前項の規定によるかしの修補又は損害賠償の請求は，本件施設の引渡しの日から 10 年以内

に行わなければならない。 

３ 県は，本件施設の引渡しの際にかしがあることを知ったときは，第 1項の規定にかかわらず，

その旨を直ちに事業者に通知しなければ，当該かしの修補又は損害賠償の請求をすることはで

きない。ただし，事業者がそのかしのあることを知っていたときは，この限りでない。 

４ 県は，本件施設が第１項のかしにより滅失又はき損したときは，第 2 項に定める期間内で，

かつ，その滅失又はき損を県が知った日から 1年以内に第 1項の権利を行使しなければならな

い。 

５ 事業者は，請負人をして，県に対し本条の規定によるかしの修補及び損害の賠償をなすこと

について保証させるべく，措置をとるものとする。 

 

第５章第５章第５章第５章    本件施設の維持管理及び運営本件施設の維持管理及び運営本件施設の維持管理及び運営本件施設の維持管理及び運営    

第一第一第一第一    総則総則総則総則    

 

（許認可及び届出） 

第 35 条 本件施設の維持管理業務及び運営業務に関する義務を履行するために必要な一切の許
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認可は，事業者が自己の責任及び費用において取得する。 

２ 事業者が県に対して協力を求めた場合，県は，事業者による前項に定める許認可の取得及び

届出等に必要な資料の提出その他について協力するものとする。 

３ 県が事業者に対して協力を求めた場合，事業者は，県による維持管理業務及び運営業務に関

する許認可の取得，届出等に必要な資料の提出その他について協力するものとする。 

 

（近隣対策） 

第 36 条 事業者は，自己の責任及び費用において，本件施設の維持管理業務及び運営業務に関

して合理的に要求される範囲の近隣対策を実施する。なお，かかる近隣対策の実施について，

県は，事業者に対して必要な協力を行う。 

 

（第三者への委託） 

第 37 条 事業者は，やむを得ない事情により，事前に県の承諾を得た場合を除き，別紙 3に記

載した者以外の者に本件施設の維持管理業務及び運営業務の全部又は大部分を委託してはな

らない。 

 

第二第二第二第二    本件施設の維持管理業務本件施設の維持管理業務本件施設の維持管理業務本件施設の維持管理業務    

１１１１    総則総則総則総則 

 

（本件施設の維持管理） 

第 38 条 事業者は，入札説明書等及び応募者提案に従い，県との協議により事業期間を通じた

維持管理業務計画書を作成し，維持管理・運営期間中，自己の責任及び費用において，本契約，

維持管理業務に関する要求水準書，維持管理業務計画書及び建築保全業務共通仕様書（（旧）

建設大臣官房官庁営繕部監修，以下「保全業務共通仕様書」という。）の最新版に従って，本

件施設の維持管理業務を遂行する。 

２ 維持管理業務に関する要求水準書及び維持管理業務計画書は，合理的な理由に基づき県又は

事業者が請求した場合において，県と事業者が合意したときに限り，その内容を変更すること

ができる。 

３ 本契約，維持管理業務に関する要求水準書，維持管理業務計画書及び保全業務共通仕様書に

相違があるときには，本契約，維持管理業務に関する要求水準書，保全業務共通仕様書，維持

管理業務計画書の順に適用するものとする。なお，事業者は，保全業務共通仕様書のみに定め

られている業務についても，事業者の費用においてこれを実施するものとする。 

４ 維持管理業務の対象は，以下の業務とする。 

（1） 建物保守管理業務 
（2） 設備保守管理業務 
（3） 清掃業務 
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（4） 植栽・外構維持管理業務 
（5） 環境衛生管理業務 
（6） 警備業務 
 

（維持管理業務計画書の提出） 

第 39 条 事業者は，前条第 1項に規定する維持管理業務計画書を，維持管理業務を開始する 30

日前までに県に提出しなければならない。 

 

（本件施設の修繕） 

第 40 条 事業者は，本件施設の修繕を，維持管理業務に関する要求水準書に従い，自己の責任

及び費用において実施する。ただし，県の責めに帰すべき事由により本件施設の修繕を行った

場合，県は，これに要した一切の費用を負担する。 

２ 事業者が本件施設の修繕を行った場合，事業者は，必要に応じて当該修繕をしゅん工図書に

反映し，かつ，使用した設計図，施工図等の書面を県に対して提出しなければならない。この

場合において，事業者は，本項により提出するしゅん工図書につき，県がこれを自由に使用，

公表，改変，変更等を行うことができるよう必要な措置を講じなければならない。 

 

（施設管理担当者） 

第 41 条 県は，施設管理担当者を置くものとする。 

 

（インキュベーションセンター長） 

第 42 条 事業者は，維持管理業務及び運営業務の責任者として，インキュベーションセンター

長（以下「センター長」という。）を置くものとする。 

２ 事業者は，センター長を定めた場合，施設管理担当者に届け出るものとする。センター長を

変更した場合も，同様とする。 

３ センター長は，維持管理業務又は運営業務に従事する者を兼ねることができる。 

４ 事業者は，業務実施に当たり，法令等により有資格者等を必要とする場合には，自らの責任

により有資格者等を選任するものとする。 

 

（非常時の対応等） 

第 43 条 事業者は，事故，火災等の対応についてあらかじめ県と協議し，防災計画を策定する

ものとする。 

２ 事業者は，本件施設内において事故，火災等が発生したとき，又は発生するおそれがあると

きは，直ちに被害拡大の防止に必要な初期措置を講じ，施設管理担当者及び関係機関に連絡し，

又は通報するほか，維持管理業務に関する要求水準書に規定された措置をとるものとする。 

３ 本条による事業者の業務実施に要する費用は，事業者の負担とする。 
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２２２２    建物保守管理業務建物保守管理業務建物保守管理業務建物保守管理業務 

 

（建物保守管理業務の実施） 

第 44 条 事業者は，本件施設につき設計図書に定められた所要の性能及び機能を保つため，維

持管理業務に関する要求水準書に従って本件施設の建物につき保守管理業務を行うものとす

る。 

２ 事業者は，本件施設の建物の保守管理に当たっては，第 38 条第 1 項に定める維持管理業務

計画書に加え，毎事業年度の開始前に，建物保守管理業務年間計画書を作成して県に提出し，

これに従い実施するものとする。 

３ 事業者は，修繕等が必要と思われる場合には，迅速に調査，診断を行い，事業者の責任範囲

内であれば至急修繕等を実施するものとする。また，責任範囲が明確でない場合は，県とその

責任と負担を協議の上，修繕等を実施するものとする。 

４ 事業者は，実施業務の結果を記録するものとする。 

５ センター長は，建物保守管理業務の結果を，年 1回施設管理担当者に報告するものとする。 

 

３３３３    設備保守管理業務設備保守管理業務設備保守管理業務設備保守管理業務 

 

（設備保守管理業務の実施） 

第 45 条 事業者は，本件施設につき設計図書に定められた所要の性能及び機能を保つため，維

持管理業務に関する要求水準書に従って本件施設の各種設備につき保守管理業務を行うもの

とする。 

２ 事業者は，本件施設の各種設備の保守管理に当たっては，第 38 条第 1 項に定める維持管理

業務計画書に加え，毎事業年度の開始前に，次の項目を含む，設備保守管理業務年間計画書を

作成して県に提出し，これに従い実施するものとする。 

① 運転監視業務 

② 日常巡視点検業務 

③ 定期点検，測定，整備業務 

３ 事業者は，修繕等が必要と思われる場合には，迅速に調査，診断を行い，事業者の責任範囲

内であれば至急修繕等を実施するものとする。また，責任範囲が明確でない場合は，県とその

責任と負担を協議の上，修繕等を実施するものとする。 

４ センター長は，設備保守管理業務の結果を，年 1回施設管理担当者に報告するものとする。 

 

（設備管理記録の作成及び保管） 

第 46 条 本件施設の各種設備等の記録として，運転日誌，点検記録及び整備，事故記録等を作

成する。この場合において，運転日誌及び点検記録は 3年間，整備，事故記録等は事業期間中
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保管する。 

 

（保守管理状況の報告） 

第 47 条 事業者は，県に対し，運転監視及び定期点検等により発見された故障箇所及び要修理

箇所を報告するとともに，管理報告書を毎月一回提出するものとする。 

 

４４４４    清掃業務清掃業務清掃業務清掃業務 

 

（清掃業務の実施） 

第 48 条 事業者は，維持管理業務に関する要求水準書に従って清掃業務（日常清掃，定期清掃

及び外構清掃）を行うものとする。この場合において，事業者は維持管理業務に関する要求水

準書に規定される所定の要求水準を常に満たさなければならない。 

２ 事業者は，本件施設の清掃に当たっては，第 38 条第 1 項に定める維持管理業務計画書に加

え，毎事業年度の開始前に，次の項目を含む，清掃業務年間計画書を作成して県に提出し，こ

れに従い実施するものとする。 

① 日常清掃業務 

② 定期清掃業務 

３ センター長は，清掃業務の結果を，年 1回施設管理担当者に報告するものとする。 

４ 清掃用具，洗剤等の資機材や衛生消耗品については，その確保及び補充はすべて事業者の費

用で行うものとする。 

５ 清掃業務に必要な光熱水費は，事業者の負担とする。 

 

（定期清掃） 

第 49 条 事業者は，別紙 10 の業務については，これを定期清掃の対象とし，所定の要求水準を

満たさなければならない。 

 

５５５５    植栽・外構維持管理業務植栽・外構維持管理業務植栽・外構維持管理業務植栽・外構維持管理業務 

 

（植栽・外構維持管理業務の実施） 

第 50 条 事業者は，維持管理業務に関する要求水準書に従って植栽・外構維持管理業務を行う

ものとする。この場合において，事業者は，維持管理業務に関する要求水準書に規定される所

定の要求水準を常に満たさなければならない。 

２ 事業者は，本件施設の植栽・外構維持管理に当たっては，第 38 条第 1 項に定める維持管理

業務計画書に加え，毎事業年度の開始前に，植栽・外構維持管理業務年間計画書を作成して県

に提出し，これに従い実施するものとする。 

３ 事業者は，修繕等が必要と思われる場合には，迅速に調査，診断を行い，事業者の責任範囲
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内であれば至急修繕等を実施するものとする。また，責任範囲が明確でない場合は，県とその

責任と負担を協議の上，修繕等を実施するものとする。 

４ 事業者は，実施業務の結果を記録するものとする。 

５ センター長は，植栽・外構維持管理業務の結果を，年 1回施設管理担当者に報告するものと

する。 

 

６６６６    環境衛生管理業務環境衛生管理業務環境衛生管理業務環境衛生管理業務 

 

（環境衛生管理業務の実施） 

第 51 条 事業者は，維持管理業務に関する要求水準書に従って環境衛生管理業務を行うものと

する。 

２ 事業者は，建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45 年法律第 20 号）に基づ

き，建築物環境衛生管理技術者を選任し，維持管理業務に関する要求水準書に記載された業務

を実施するものとする。 

 

（環境維持） 

第 52 条 事業者は，建築物における衛生的環境の確保に関する法律に基づき，安全かつ衛生的

な空気環境を維持するものとする。 

２ 事業者は，労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）に基づき，安全かつ衛生的な照度環境

を保つものとする。 

 

７７７７    警備業務警備業務警備業務警備業務 

 

（警備業務の実施） 

第 53 条 事業者は，維持管理業務に関する要求水準書に従って警備業務を行うものとする。 

２ 事業者は，本件施設の警備に当たっては，第 38 条第 1 項に定める維持管理業務計画書に加

え，毎事業年度の開始前に，警備業務年間計画書を作成して県に提出し，これに従い実施する

ものとする。 

３ センター長は，警備業務の結果を，年 1回施設管理担当者に報告するものとする。 

 

第三第三第三第三    本件施設の運営業務本件施設の運営業務本件施設の運営業務本件施設の運営業務    

１１１１    総則総則総則総則 

 

（本件施設の運営） 

第 54 条 事業者は，入札説明書等及び応募者提案に従い，県との協議により事業期間を通じた

運営業務計画書を作成し，維持管理・運営期間中，自己の責任及び費用において，本契約，運
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営業務に関する要求水準書及び運営業務計画書に従って，本件施設の運営業務を実施するもの

とする。 

２ 県は，事業者と協議の上，運営業務に関する要求水準書及び運営業務計画書の内容を変更す

ることができる。これに伴い，運営業務の遂行に係る費用が増減する場合には，県は事業者と

協議の上，サービス購入費のうち運営業務に係る部分の金額を調整するものとする。 

３ 運営業務の対象は，以下の業務とする。 

（1） 施設運営業務 
（2） 入居者募集業務 
（3） 入居者支援業務 
 

（運営業務計画書の提出） 

第 55 条 事業者は，前条第 1項に規定する運営業務計画書を，運営業務を開始する 30 日前まで

に県に提出しなければならない。 

 

（運営業務実施の基本的考え方） 

第 56 条 事業者は，入居者に対して技術，財務，法務その他分野において当該者に不足する知

識等を幅広く補い創業支援等に関して助言等を行うインキュベーションマネージャー（以下

「IM」という。）を配置し，各種入居者支援サービスを提供するものとする。 

２ 入居者については，入居者審査会において審査を行った上で，県が決定するものとし，事業

者は，同審査会の構成メンバーとなるものとする。 

３ 入居審査会の事務局は，当分の間，県に置く。 

 

（IM の条件） 

第 57 条 事業者は，運営業務の実施に当たっては，本件施設に少なくとも 3名の IM を配置する

とともに，日常の庶務的な事務処理に加え IM を補佐するために必要な事務員を配置するもの

とする。 

２ IM は，主に第 64 条第 1 項に規定する入居者支援業務に携わるものとする。 

３ 事業者は，IT 及びものづくりの技術や経営に関する基本的な知識を有し，臨機応変に対応

できる者を IM として選任する。 

４ IM のうち 1 名は，センター長とする。 

 

２２２２    施設運営業務施設運営業務施設運営業務施設運営業務 

 

（施設運営業務の実施） 

第 58 条 事業者は，運営業務に関する要求水準書に従って施設運営業務を行うものとする。 

２ 事業者は，本件施設の運営に当たっては，第 54 条第 1 項に定める運営業務計画書に加え，
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毎事業年度の開始前に，施設運営業務年間計画書を作成して県に提出し，これに従い実施する

ものとする。 

３ 事業者は，実施業務の結果を記録するものとする。 

４ センター長は，施設運営業務の結果を，年 1回施設管理担当者に報告するものとする。 

 

（施設運営業務の範囲） 

第 59 条 本件施設の運営に係る次の業務を施設運営業務とする。 

①  公共料金の集金等 

②  共用室等の管理 

③  その他施設運営上必要な事務 

 

（公共料金の集金等） 

第60条 事業者は，運営業務に関する要求水準書に従って公共料金の集金等を行うものとする。 

２ 給水，都市ガス及び電気に関する契約は，事業者と岡山市水道局及びエネルギー事業会社と

の間で締結するものとする。 

３ 事業者は，子メーターの検針を行い，入居者から水道料金，ガス料金及び電気料金を徴収し，

岡山市水道局及びエネルギー事業会社に支払うものとする。 

４ 事業者は，本件施設使用料に係る納入通知書を各入居者に配布するものとする。 

 

（共用室等の管理） 

第 61 条 事業者は，運営業務に関する要求水準書に従って共用室等の管理を行うものとする。 

２ 事業者は，共用室の使用申込の受付及び管理を行うものとする。 

３ 事業者は，別紙 11 に記載の各室内及び共用部分等の導入機器及び備品について，設置及び

管理を行うものとする。 

４ 前項の導入機器及び備品については，事業者の資産とし，事業者は，適宜これを更新するも

のとする。 

 

（その他施設運営上必要な事務） 

第 62 条 事業者は，運営業務に関する要求水準書に従ってその他施設運営上必要な事務を行う

ものとする。 

２ 事業者は，事業者の費用で飲料水又は軽食等の自動販売機等を設置し管理するものとし，こ

れによる収入は事業者の収入とする。ただし，この場合は，県の条例等の規定に基づき所定の

手続を経て行うものとし，県は，所定の本件施設使用料を徴収することができるものとする。 

 

３３３３    入居者募集入居者募集入居者募集入居者募集業務業務業務業務 
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（入居者募集業務の実施） 

第 63 条 事業者は，運営業務に関する要求水準書に従って入居者募集業務を行うものとする。 

２ 事業者は，本件施設の入居者募集に当たっては，第 54 条第 1 項に定める運営業務計画書に

加え，毎事業年度の開始前に，入居者募集業務年間計画書を作成して県に提出し，これに従い

実施するものとする。 

３ 事業者は，実施業務の結果を記録するものとする。 

４ センター長は，入居者募集業務の結果を，年 1回施設管理担当者に報告するものとする。 

５ 事業者は，入居率 90％の達成に向けて，パンフレットの作成及び配布並びに本件施設ホー

ムページの作成及び情報更新等を行うものとする。 

６ 事業者は，本件施設の供用開始予定日の半年前を目安に前項に規定する募集業務を開始する

ものとする。 

 

４４４４    入居者支援業務入居者支援業務入居者支援業務入居者支援業務 

 

（入居者支援業務の実施） 

第 64 条 事業者は，運営業務に関する要求水準書に従って入居者支援業務を行うものとする。 

２ 事業者は，本件施設の入居者支援に当たっては，第 54 条第 1 項に定める運営業務計画書に

加え，毎事業年度の開始前に，入居者支援業務年間計画書を作成して県に提出し，これに従い

実施するものとする。 

３ 事業者は，実施業務の結果を記録するものとする。 

４ センター長は，入居者支援業務の結果を，年 1回施設管理担当者に報告するものとする。 

 

第四第四第四第四    その他その他その他その他    

 

（入居者に対する内装管理義務） 

第 65 条 事業者は，本件施設の良好な環境を保ち，円滑な管理ができるよう，下記工事の設計，

施工に関連するすべての統括管理業務及び原状回復工事管理業務を行うため，インキュベーシ

ョンセンター内装管理室を設置し，県と協議の上，入居者に対する内装管理を実施するものと

する。 

    Ａ工事：標準の内装及び設備の仕様の変更を伴う工事をいう。入居者は，自らの費用負

担により設計，工事及び監理を行うものとし，設計と施工に当たっては，事業

者を通じて県の承諾を得るものとする。 

    Ｂ工事：標準の内装及び設備の仕様の変更を伴わない工事（例として，家具，什器等の

単体のものの搬入及び設置工事）をいう。入居者は，自らの費用負担により設

計，施工を行うものとし，設計と施工に当たっては，事業者の承諾を得るもの

とする。 
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（入居者に対する環境管理義務） 

第 66 条 事業者は，県と協議の上，研究室，試作開発室及び産学連携室の入居者に対し，薬品

及び有害物の保管，取扱い及び廃棄並びに実験廃液及び処理水に係る安全管理を行い，事故防

止及び環境保全に努めるため，本件施設に有害物安全管理委員会を設置し，管理体制を整備す

るとともに，入居者に対する環境管理を実施するものとする。 

 

（環境管理実施の際の遵守事項） 

第 67 条 事業者は，環境管理に当たっては，県と協議の上，入札説明書別添の要求水準書に添

付される「有害物安全管理委員会設置要綱（案）」，「有害物安全管理マニュアル（案）」及

び「研究室の実験廃液・処理水に係る取扱・管理規定（案）」をもとに各要綱等を定め，それ

らを遵守するものとする。 

 

第五第五第五第五    県による業務の確認等県による業務の確認等県による業務の確認等県による業務の確認等    

 

（モニタリングの実施） 

第 68 条 県は，自らの費用負担において，本件施設の維持管理業務及び運営業務の遂行に関し

て，維持管理業務に関する要求水準書及び運営業務に関する要求水準書に規定するサービスが

提供されていることを確認するために，次のとおりモニタリングを行うものとする。なお，モ

ニタリング項目については各モニタリングの実施日までに県が決定するものとする。 

（1） 定期モニタリング 
県は，事業者から提出される業務報告書を検討し，必要に応じて，施設巡回，業務監視を

行うほか，事業者に対して説明を求めるものとする。 

（2） 随時モニタリング 
県は，必要に応じて，施設巡回，業務監視を行うほか，事業者に対して説明を求めるもの

とする。 

（3） 説明要求及び立会い 
県は，本件施設の維持管理業務及び運営業務について，運営期間中，事業者に事前に通知

した上で，事業者に対して説明を求め，又は本件施設においてその維持管理業務及び運営業

務の実施状況を立会いの上確認することができる。事業者は，当該説明及び確認の実施につ

き県に対して最大限の協力を行うものとする。当該説明又は確認の結果，本件施設の維持管

理業務及び運営業務の実施状況が,維持管理業務に関する要求水準書又は運営業務に関する

要求水準書の内容を逸脱していることが判明した場合，県は，事業者に対してその是正を指

導するものとし，事業者は，次条に規定する業務報告書において当該指導に対する対応状況

を県に対して報告しなければならない。なお，県は，説明要求，説明の実施及び立会いの実

施を理由として，事業者の実施する本件施設の維持管理業務及び運営業務の全部又は一部に
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ついて，何らの責任を負担するものではない。 

（4） その他 
県は，必要に応じて，本件施設の入居者等へのヒアリングを行うことができる。 

 

（業務報告書） 

第 69 条 事業者は，維持管理業務に関する要求水準書及び運営業務に関する要求水準書に基づ

き，本件施設の維持管理業務及び運営業務の結果を維持管理業務計画書及び運営業務計画書に

定める様式により業務報告書として作成するものとし，各事業年度終了後，速やかに県に提出

するものとする。 

２ 前項に規定する業務報告書に記載すべき内容は，別紙 12 に記載するとおりとする。 

３ 事業者は，作成した業務報告書を，事業期間中，管理し，及び保管しなければならない。 

４ 事業者は，業務報告書を県以外の第三者に開示する場合，あらかじめ県の承諾を得るものと

する。 

 

第六第六第六第六    サービス購入費の支払サービス購入費の支払サービス購入費の支払サービス購入費の支払    

 

（サービス購入費の支払） 

第 70 条 県は，事業者が,維持管理業務に関する要求水準書及び運営業務に関する要求水準書に

従い本件施設の維持管理業務及び運営業務を適切に実施していることを県が確認することを

条件として，事業者に対して，別紙 13 に定める金額に従い，サービス購入費及びこれに対す

る消費税等を支払うものとする。 

２ サービス購入費は，建設一時支払金と半年毎の平準化された支払から構成されるものとする。

建設一時支払金は，平成 15 年 5 月末までに一括して支払われるものとし，半年毎の支払は，

各事業年度の 4 月から 9 月まで，10 月から 3 月までの期間を対象として，第 4 項の手続に従

い支払われるものとする。 

３ 第 1 項に規定する確認は，主として事業者が県に対して提出する業務完了届及び業務報告書

（第 69 条第１項に規定する業務報告書をいう。以下同じ。）を通じて行うものとする。この

場合において，県は，事業者に対して当該確認の結果を通知するものとし，当該通知の後に，

事業者は，県に対してサービス購入費支払の請求書を提出する。 

４ サービス購入費支払手続は次のとおりとし，その詳細については，県が別途定めるものとす

る。    

（1） 事業者は，半年毎の業務完了後，業務完了届（10 月から 3 月までの期間に係る支払手続
にあっては，業務完了届及び業務報告書。次号において同じ。）を速やかに県に提出す

る。 

（2） 県は，業務完了届の受領後 10 日以内に履行確認を事業者に通知する。 
（3） 事業者は，履行確認通知を受領後，速やかに県に請求書を送付する。 
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（4） 県は，事業者からの請求書を受領後 30 日以内に支払を行う。 
５ 県は，本契約が 3月末日又は 9月末日以外の日に終了した場合には，サービス購入費のうち

維持管理業務及び運営業務に関する部分については，当該終了日までの履行部分につき支払う

ものとする。 

６ 建設一時支払金については，県の通知に基づき事業者が請求書を県に提出することとし，県

がかかる請求書を受領した後 30 日以内に支払うものとする。 

７ 県は，国庫補助金を建設一時支払金の支払に充てるものとする。国庫補助金の金額が建設一

時支払金の金額と異なったときは，当該国庫補助金の金額をもって建設一時金の金額とし，第

71 条第 2 項によりサービス購入費の金額を変更するものとする。 

 

（サービス購入費の変更） 

第 71 条 前条第 1 項の規定にかかわらず，平成ａ年度の業務に対するサービス購入費の支払

額は，物価変動に伴い，以下の算式に従って，変更されるものとする。 

Ｐ1＋Ｐ2×ＣＰＩa-1／ＣＰＩ13 

ＣＰＩx：平成Ｘ年度平均の消費者物価指数（財・サービス分類指数（全国）の「総合」） 

Ｐ1：施設整備費 

Ｐ2：維持管理・運営委託費 

なお、Ｐ1は別紙 13 の施設整備費を意味し，Ｐ2は別紙 13 の維持管理・運営委託費を意味す

るものとする。 

２ 前条第 7項により建設一時支払金の変更があった場合、別紙 13 に示す施設整備費のうち元

本の金額と建設一時支払金の金額の合計金額から変更後の建設一時支払金を減じた額を新た

な施設整備費の元本の金額として、かかる元本を固定金利［ ］％及び返済期間１５年の元利

均等返済の方式によって算出される元利償還金額を各期別の支払額とする。なお，かかる変更

に関して事業者に金融に関する費用が生じた場合，事業者がこれを負担するものとする。 

 

（サービス購入費の減額等） 

第 72 条 業務報告書の記載により，本件施設の維持管理業務及び運営業務の実施について，県

が求める維持管理業務に関する要求水準書又は運営業務に関する要求水準書若しくは各業務

の年間計画書の水準を満たしていない事項が存在することが判明した場合，県は，事業者に対

して当該事項の是正を指導するものとする。 

２ 県が事業者に対して前項に規定する指導を行った後，県が提示する是正期間を経過しても当

該指導の対象となった事項が各水準書及び各計画書の求める水準まで改善されない場合，県は，

事業者に対して支払うサービス購入費の額を別紙 14 に記載の方法により減額し，又は，その

支払を停止するものとする。 
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（サービス購入費の返還） 

第 73 条 業務報告書に虚偽の記載があることが判明した場合，事業者は，県に対して，当該虚

偽記載がなければ県が減額し得たサービス購入費の相当額を返還しなければならない。 

 

第七第七第七第七    第三者に及ぼした損害等第三者に及ぼした損害等第三者に及ぼした損害等第三者に及ぼした損害等    

 

（第三者に及ぼした損害等） 

第 74 条 事業者は，本件施設の維持管理業務及び運営業務の実施に伴い，事業者の責めに帰す

べき事由により，県又は第三者に損害を与えた場合及び県又は第三者に損害が生じた場合，県

又は第三者が被った損害を賠償しなければならない。 

２ 本件施設の維持管理業務及び運営業務の実施に伴い通常避けることができない理由により

第三者に損害を及ぼした場合は，県がその損害を賠償しなければならない。 

３ 事業者は，第１項に定める損害賠償に係る事業者の負担に備えるために，本件施設の維持管

理・運営期間中，別紙 6に記載の保険に加入するものとする。 

 

第６章第６章第６章第６章    契約期間及び契約の終了契約期間及び契約の終了契約期間及び契約の終了契約期間及び契約の終了    

 

（契約期間） 

第 75 条 本契約は，締結の日から効力を生じ，平成 30 年 3 月 31 日をもって終了する。 

２ 事業者は，前項の期間満了による本契約の終了に当たっては，県に対して，維持管理業務に

関する要求水準書及び運営業務に関する要求水準書記載の業務その他それに付随する業務の

ために本件施設を県が継続使用できるよう本件施設の維持管理及び運営業務に関して必要な

事項を説明し，かつ，事業者が用いた維持管理業務及び運営業務の実施に関する業務実施要領，

申し送り事項その他の資料を提供するほか，引継ぎに必要な協力を行う。 

 

（事業者の債務不履行による契約の早期終了） 

第 76 条 本件施設の供用開始前において，次に掲げる場合は，県は，事業者に対して書面により

通知した上で本契約の全部を解除により終了させることができる。 

(1)  事業者が，設計又は建設工事に着手すべき期日を過ぎても設計又は建設工事に着手せず，

相当の期間を定めて催告しても当該遅延について事業者から県が満足すべき合理的な説明

がないとき。 

(2)  事業者の責めに帰すべき事由により，引渡予定日から 30 日が経過しても本件施設の引

渡しができないとき，又はその見込みがないことが明らかに認められるとき。 

(3)  (1)及び(2)に掲げる場合のほか，事業者が本契約に違反し，その違反により本契約の目

的を達することができないと認められるとき。 

２ 本件施設の供用開始後において，次に掲げる場合は，県は，事業者に対して，相当期間を定
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めた書面により催告をした上で，本契約の全部を解除により終了させることができる。 

(1)  事業者の責めに帰すべき事由により，本契約の履行が困難となったとき。 

(2) (1)に規定する場合のほか，事業者が本契約に違反し，その違反により本契約の目的を 

達することができないと認められるとき。 

３ 県は，サービス購入費のうち，維持管理及び運営費部分の支払停止がなされている場合，別

紙 14 に従い本契約を解除により終了させることができる。 

４ 本件施設の引渡日の前後を問わず，次に掲げる場合は，県は，事業者に対して書面により通

知した上で，本契約の全部を解除により終了させることができる。 

(1)  事業者が，事業を放棄し，30 日間以上にわたりその状態が継続したとき。 

(2)  事業者が，破産，会社更生，民事再生，会社整理又は特別清算の手続について事業者の

取締役会でその申立てを決議したとき，又は第三者（事業者の取締役を含む。）によって

その申立てがなされたとき。 

(3)  事業者が，業務報告書に著しい虚偽記載を行ったとき。 

５ 県又は事業者は，本契約が維持管理・運営期間の満了前に解除により終了した場合，以下の

規定に基づいて違約金等を支払うものとする。 

(1)  本件施設の引渡し前に事業者の責めに帰すべき事由により本契約が解除された場合，事

業者は，県に対して，本件施設の施設整備費相当額の 10 分の 1 に相当する額を違約金とし

て支払うものとする。また，出来形部分が存在し，県が当該出来形部分を解除の後に利用

する場合には，県は，当該出来形部分を確認の上これを買い受けることができるものとし，

県は，当該出来形部分の買受代金と上記違約金の額を相殺により決済することができる。

なお，県が本件土地を原状回復すること（本件土地を更地にすることをいう。以下同じ。）

が妥当と判断し，これを事業者に通知した場合，事業者は本件土地を原状に回復した上で

県に対して引き渡し，かつ，県が解除による本契約の終了により被った損害のうち，前記

違約金により回復されないものがあるときは，これを賠償するものとする。 

(2)  本件施設の引渡し後に事業者の責めに帰すべき事由により本契約が解除により終了し

た場合，県は，サービス購入費のうち，施設整備費部分を，解除による本契約の終了前の

支払スケジュールに従って支払うものとし，事業者は，違約金として，本件施設の維持管

理委託費部分及び運営委託費部分の一年間の金額の 20％を県に対して支払うものとする。 

(3)  本件施設の維持管理業務及び運営業務開始後に事業者の責めに帰すべき事由により本

契約が解除により終了し，かつ，事業者の責めに帰すべき事由により本件施設が損傷して

いる場合，事業者は，県に対して必要な修繕費を支払うものとする。ただし，全壊の場合

又は損傷がひどく修繕を施しても利用が困難と客観的に判断され，県の被る損害額が未払

のサービス購入費の総額を上回る場合には，県は，未払のサービス購入費の支払期限が到

来したものとみなして，かかるサービス購入費と損害額とを相殺することにより，残存す

るサービス購入費の支払義務を免れるものとする。なお，これにより県のその余の損害賠

償の請求は，妨げられないものとする。 
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（県の債務不履行） 

第 77 条 県が本契約に基づいて履行すべきサービス購入費その他の金銭の支払を遅延した場合，

当該支払うべき金額につき，遅延日数に応じ年 8.25％の割合で計算した額を事業者に対し遅

延損害金として支払うものとする。 

２ 県が本契約上の重要な義務に違反し，かつ，事業者による通知の後 60 日以内に当該違反を

是正しない場合，事業者は，本契約を解除により終了させることができる。ただし，この場合，

本件施設の所有権は，県に留保されるものとする。 

３ 前項に従い本契約が解除により終了した場合，県は，事業者に対して，当該終了により事業

者が被った損害を賠償する。この場合において，本件施設の引渡しが完了しているときには，

県は，サービス購入費のうち施設整備費部分を，解除による本契約の終了前の支払スケジュー

ルに従って支払うものとする。 

 

（県による任意解除による契約の終了） 

第 78 条 県は，事業者に対して，180 日以上前に通知を行うことにより，他に特段の理由を有

することなく本契約を解除により終了させることができる。この場合，本件施設の引渡しが完

了しているときには，県は，サービス購入費のうち，施設整備費部分を，解除による本契約の

終了前の支払スケジュールに従って支払うものとし，併せて，当該解除による本契約の終了に

より事業者が被ったその他一切の損害を速やかに賠償するものとする。 

 

（県及び事業者に帰責事由のない場合） 

第 79 条 本契約の締結後における法令,制度等の変更又は不可抗力により事業の継続が不能と

なった場合又は本契約の履行のために多大な費用を要する場合は，それぞれ第 7 章及び第 8

章に従い本契約が終了する。 

  

第７章第７章第７章第７章    法令法令法令法令,,,,制度等の変更制度等の変更制度等の変更制度等の変更    

 

（通知の付与） 

第 80 条 本契約の締結日の後に法令,制度等が変更されたことにより，本件施設が設計図書に従

い建設することができなくなった場合，又は本件施設が本契約，維持管理業務に関する要求水

準書若しくは運営業務に関する要求水準書で提示された条件に従って維持管理し，若しくは運

営することができなくなった場合，事業者は，その内容の詳細を記載した書面をもって直ちに

これを県に対して通知するものとする。 

２ 県及び事業者は，前項の通知がなされた時点以降において，本契約に基づく自己の義務が適

用法令,制度等に違反することとなった場合，履行期日における当該自己の義務が適用法令,

制度等に違反する限りにおいてその履行義務を免れるものとする。この場合において，県又は
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事業者は，法令,制度等の変更により相手方に発生する損害を最小限にするよう努力しなけれ

ばならない。 

 

（協議及び追加費用の負担） 

第 81 条 県が事業者から前条第 1 項の通知を受領した場合，本契約に別段の定めがある場合を

除き，県及び事業者は，当該法令，制度等の変更に対応するために速やかに本件施設の設計，

供用開始予定日，本契約，維持管理業務に関する要求水準書及び運営業務に関する要求水準書

の変更並びに追加費用の負担について協議しなければならない。 

２ 前項の協議にかかわらず，法令，制度等の変更日（法令については公布日とする。）から

120 日以内に本契約等の変更及び追加費用の負担についての合意が成立しない場合，県は，法

令,制度等の変更に対する対応方法を事業者に対して通知し，事業者は，これに従い本件事業

を継続する。なお，この場合の追加費用の負担は，別紙 15 に記載する負担割合によるものと

する。 

 

（法令，制度等の変更による契約の終了） 

第 82 条 本契約の締結後における法令，制度等の変更により，県が本件事業の継続が困難と判

断した場合又は本契約の履行のために多大な費用を要すると判断した場合，県は，事業者と協

議の上，本契約の全部又は一部を解除により終了させることができる。 

２ 前項の場合において，本件施設が完成している場合には，その所有権は県に移転又は留保さ

れるものとし，本件施設が未完成である場合には，県は，出来形部分を検査の上，これを買い

取るものとする。 

３ 前 2 項の場合において，県は，本件サービス購入費のうち施設整備費部分を，第 1項に基づ

く本契約の終了前の支払スケジュールに従って支払うものとし，本件施設が未完成である場合

には，県の出来形検査により施設整備費の金額を調整するものとする。また，県は，事業者が

維持管理業務及び運営業務を終了させるために要する実費を事業者に対して支払うものとす

る。 

 

第第第第８８８８章章章章    不可抗力不可抗力不可抗力不可抗力    

 

（通知の付与） 

第 83 条 本契約の締結日の後に不可抗力により，本件施設が設計図書に従い建設又は整備でき

なくなった場合，又は本件施設が本契約，維持管理業務に関する要求水準書若しくは運営業務

に関する要求水準書で提示された条件に従って維持管理し，若しくは運営することができなく

なった場合，事業者は，その内容の詳細を記載した書面をもって直ちにこれを県に対して通知

しなければならない。 

２ 県及び事業者は，前項の通知がなされた時点以降において，本契約に基づく自己の義務が不
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可抗力により履行不能となった場合，履行期日における当該義務の履行義務を免れるものとす

る。ただし，県又は事業者は，不可抗力により相手方に発生する損害を最小限にするよう努力

しなければならない。 

 

（協議及び追加費用の負担） 

第 84 条 県が事業者から前条第 1 項の通知を受領した場合，本契約に別段の定めがある場合を

除き，県及び事業者は，当該不可抗力に対応するために速やかに本件施設の設計，供用開始予

定日，本契約，維持管理業務に関する要求水準書及び運営業務に関する要求水準書の変更並び

に追加費用の負担について協議しなければならない。 

２ 前項の協議にかかわらず，不可抗力が生じた日から 60 日以内に本契約等の変更及び追加費

用の負担についての合意が成立しない場合，県は，不可抗力に対する対応方法を事業者に対し

て通知し，事業者は，これに従い本件事業を継続する。なお，この場合の追加費用の負担は，

別紙 8に記載する負担割合によるものとする。 

 

（不可抗力への対応） 

第 85 条 不可抗力により，本契約の一部若しくは全部が履行不能となった場合又は本件施設へ

の重大な損害が発生した場合，事業者は，当該不可抗力の影響を早期に除去すべく，維持管理

業務に関する要求水準書又は運営業務に関する要求水準書に従った対応を行うものとする。 

 

（不可抗力による契約の終了） 

第 86 条 第 84 条第 1 項の協議にかかわらず，不可抗力が生じた日から 60 日以内に本契約等の

変更及び追加費用の負担についての合意が成立しない場合においては，県は，同条第 2項の規

定にかかわらず，事業者への書面による通知をすることにより，本契約の全部又は一部を解除

により終了させることができるものとする。また，事業者は，県が同項に規定する通知をしな

い場合には，県への書面による通知をすることにより，本契約の全部又は一部を解除により終

了させることができるものとする。 

２ 前項の場合において，本件施設が完成している場合には，その所有権は，県に移転又は留保

されるものとし，本件施設が未完成である場合には，県は，出来形部分を検査の上，これを買

い取るものとする。 

３ 前 2 項の場合において，県は，サービス購入費のうち施設整備費部分を，第 1項に基づく本

契約の終了前の支払スケジュールに従って支払うものとし，本件施設が未完成である場合には，

県の出来形検査により施設整備費の金額を調整するものとする。また，県は，事業者が維持管

理業務及び運営業務を終了させるために要する実費を事業者に対して支払うものとする。 

 

第９章第９章第９章第９章    その他その他その他その他    
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（公租公課の負担） 

第 87 条 本契約に関連して生じる公租公課は，本契約に別段の定めがある場合を除き，すべて

事業者の負担とする。県は，サービス購入費及びこれに対する消費税等を支払うほか，本契約

に関連するすべての公租公課について別途負担しないものとする。ただし，本契約締結時点で

県及び事業者が予測不可能であると認められる新たな公租公課の負担が事業者に発生した場

合には，その負担について，事業者は県と協議することができるものとする。 

 

（協議） 

第 88 条 本契約において両当事者による協議が予定されている事由が発生した場合，県及び事

業者は，速やかに協議の開催に応じなければならない。 

 

（契約上の地位の譲渡） 

第 89 条 県の事前の承諾がある場合を除き，事業者は，本契約上の地位及び権利義務を第三者

に対して譲渡し，担保に提供し，又はその他の処分をしてはならない。 

 

（財務書類の提出） 

第 90 条 事業者は，事業期間の終了に至るまで，各会計年度の最終日から 3ヶ月以内に，公認

会計士の監査済財務書類を県に提出し，かつ，県に対して監査報告を行うものとする。なお，

県は，当該監査報告の内容を公開することができる。 

 

（遅延利息の徴収） 

第 91 条 事業者がこの契約に基づく賠償金，損害金又は違約金を県の指定する期間内に支払わ

ないときは，県は，当該支払うべき金額につき，遅延日数に応じ年 8.25％の割合で計算した

額の遅延利息を徴収する。 

 

（秘密保持） 

第 92 条 県及び事業者は，互いに本件事業に関して知り得た相手方の秘密，本件事業に関して

知り得た秘密情報及び本契約の履行に関して事業者が知り得た入居者若しくは入居応募者に

関する情報を自己の役員及び従業員，自己の代理人若しくはコンサルタント以外の第三者に漏

らし，又は本契約の履行以外の目的に使用してはならず，その職員，従業員等をしてかかる守

秘義務を遵守させるものとする。ただし，本件事業に関して知る前に既に自ら保有していたも

の，本件事業に関して知る前に公知であったもの，本件事業に関して知った後自らの責めによ

らないで公知となったもの及び本件事業に関して知った後正当な権利を有する第三者から何

らの秘密保持義務を課せられることなしに取得したものについては，秘密保持義務の対象から

除くものとする。 
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（出資者による保証） 

第 93 条 事業者は，出資者による別紙 16 に記載する内容を有する保証書を取得し，その写しを

本契約締結時に県に対して提出しなければならない。 

 

（事業者に対する制約） 

第 94 条 事業者は，事業期間中，県の事前の承諾を得ない限り，出資者以外の第三者に対して

株式，転換社債及び新株引受権付社債を発行せず，また，事業者の株式を引き受ける権利を出

資者以外の第三者に対して与えないものとする。 

  

第第第第 10101010 章章章章    雑則雑則雑則雑則    

 

（請求，通知等の様式その他） 

第 95 条 本契約に定める請求，通知，報告，申出，承諾，勧告，指導，催告，要請及び契約終

了は，相手方に対する書面をもって行われなければならない。なお，県及び事業者は，かかる

請求等のあて先を各々相手方に対して別途通知するものとする。 

２ 本契約の履行に関して県，事業者間で用いる計算単位は，設計図書に特別の定めがある場合

を除き，計量法（平成 4年法律第 51 号）に定めるところによる。 

３ 本契約の履行に関して県，事業者間で用いる言語は，日本語とする。 

４ 本契約に定める金銭の支払に用いる通貨は，日本国通貨とする。 

５ 本契約上の期間の定めは，民法（明治 29 年法律第 89 号）及び商法（明治 32 年法律第 48

号）に定めるところによるものとする。 

６ 事業者が県に対して損害金，違約金等の支払債務（第 76 条第 5 項第 2 号の違約金支払債務

を含む。）を負担しているときには，県は，これをサービス購入費から控除することができる。 

 

（準拠法） 

第 96 条 本契約は，日本国の法令に準拠し，日本国の法令に従って解釈される。 

 

（管轄裁判所） 

第 97 条 本契約に関する紛争は，岡山地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。 

 

（解釈） 

第 98 条 本契約に定めのない事項について定める必要が生じた場合又は本契約の解釈に関して

疑義が生じた場合は，その都度，県及び事業者が誠実に協議の上，これを定めるものとする。 

２ 本契約，入札説明書等及び応募者提案の間に相違がある場合には，本契約，入札説明書等，

応募者提案の順にその解釈が優先するものとする。ただし，本契約及び入札説明書等に定めが

ない事項については，質問回答書のうち契約書（案）に係る部分に基づき解釈するものとし，
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当該解釈は，応募者提案に優先するものとする。 

３ 県及び事業者は，本契約の解釈又は運用等について，別途書面をもって合意することができ

るものとする。 

 

（金融機関との協議） 

第 99 条 県は，本件事業の円滑な実施のため，本件施設の整備費用について融資を行う金融機

関と，サービス購入費の支払及び減額，本契約の終了，当該金融機関のための担保権設定並び

にその実行に関し，当該金融機関と協議を行い，必要な取決めを行うことができる。 
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別紙別紙別紙別紙１１１１    定義集定義集定義集定義集    

（第 1 条関係） 

 

 本契約において使用する用語の定義は，本文中に特に定義されているものを除き，次のとおり

とする。 

 

1 「維持管理・運営期間」とは，本件施設の供用開始予定日から平成 30 年 3 月 31 日までの

期間をいう。 

 

2 「請負人」とは，［ ］，［ ］及び［ ］から成る建設企業をいう。 

 

3 「応募者提案」とは，入札説明書等の規定に従い事業者の株主となる者らが県に対して提

出した本件事業に関する一切の提案をいい，落札者が平成 14 年 1 月 9 日に県に対して提出

した「設計・建設業務提案書」，「維持管理業務提案書」,「運営業務提案書」,「事業計

画提案書」及び「設計図書」に含まれる提案をいう。 

 

4 「供用開始日」とは，本件施設の引渡日の翌日をいう。 

 

5 「供用開始予定日」とは，平成 15 年 4 月 1 日をいう。 

 

6 「国庫補助金」とは，本件施設の整備に関し，県が国から交付を受ける補助金をいう。 

 

7 「サービス購入費」とは，県が本件事業について維持管理・運営期間を限度として債務を

負担する行為により支払う金銭をいう。サービス購入費のうち施設整備費部分とは，建設

一時支払金及び各回の支払金額のうち［ ］円をいい，維持管理・運営委託費部分とは，

その余の部分をいう。 

 

8 「事業期間」とは，本契約の締結日から本契約の終了する日（平成 30 年 3 月 31 日又は解

除等により同日以前に本契約が終了する日）までの期間をいう。 

 

9 「事業年度」とは，運営期間中の各暦年の 4月 1 日に始まり，翌年の 3月 31 日に終了する

1年間をいう。 

 

10 「施設管理担当者」とは，維持管理業務及び運営業務の監督・検査を行う者で，県が指定

したものをいう。 

 



 - 35 - 

11 「出資者」とは，事業者に対して出資を行い，その株式を保有する者をいう。 

 

12 「設計建設期間」とは，本件施設について，本契約の締結日の翌日から施設の完工が県の

検査により確認される日までの期間をいう。 

 

13 「消費税等」とは，消費税（消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に定める税をいう。）及

び地方消費税（地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）第２章第３節に定める税をいう。）相

当額をいう。 

 

14 「入札説明書等」とは，入札説明書及びその添付資料，質問回答書及びその添付資料をい

う。 

 

15 「引渡予定日」とは，平成 15 年 3 月 31 日をいう。ただし，本契約によって延期された場

合には，延期後の日とする。 

 

16 「不可抗力」とは，暴風，豪雨，洪水，高潮，地すべり，落盤，落雷，地震，火災その他

の自然災害又は騒乱，暴動その他の人為的な現象のうち，通常の予見可能な範囲外のもの

であって，県及び事業者のいずれの責めにも帰さないものをいう。 

 

17 「本件土地」とは，入札説明書の別添資料において示された土地をいう。 

 

18 「本件施設」とは，本件土地に本件事業において事業者が建設する施設をいう。 

 

19 「要求水準書」とは，応募者提案により示された水準も含むものとする。 
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別紙２別紙２別紙２別紙２    事業スケジュール表（参考：提案に依拠します。）事業スケジュール表（参考：提案に依拠します。）事業スケジュール表（参考：提案に依拠します。）事業スケジュール表（参考：提案に依拠します。）    

（第 3 条関係）    

平成１４年３月 
     ４月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成１５年３月 

事業契約の締結 
施設の設計，建設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事業者から県への施設所有権の移転 

平成１５年４月 
 
 
 
 

施設の供用開始（維持管理・運営開始） 

平成３０年３月まで 施設の維持管理及び運営 
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別紙３別紙３別紙３別紙３    事業概要書（参考：提案に依拠します。）事業概要書（参考：提案に依拠します。）事業概要書（参考：提案に依拠します。）事業概要書（参考：提案に依拠します。）    

（第 4 条，第 37 条関係） 

 

事業者は本計画に基づき本件事業を実施するものとし，県は，これを承諾する。 

 

１．実施条件 

（１）敷地及び施設の機能 

ア 敷地条件 

計画地：岡山市芳賀５３０３番地 

敷地面積：約 12,165 ㎡（土地は，県が地上権を設定している民間の所有地） 

地域地区等： 

①都市計画：市街化調整区域 

②防火地域：無指定 

③建ぺい率：５０％以下（リサーチパーク内ガイドライン） 

④容積率：２００％以下（       〃      ） 

⑤高さ制限：３０ｍ以下（       〃      ） 

イ 施設の機能 

インキュベーション施設として，全室に高速ＬＡＮ環境を整備した研究室及び試作開

発室の主要な機能とし，併せて新規創業等に必要な支援機能を持つ施設として整備する。 

 

（２）事業内容 

ア 本件事業の範囲 

①施設の設計・建設業務 

②施設の供用開始後から事業期間（１５年間）終了時までの維持管理及び運営業務 

イ 事業者の収入 

県は，事業者が実施する本件事業に要する費用のうち，施設の設計，建設に係る費用

については，事業期間中あらかじめ定める額を，割賦方式により事業者に支払うととも

に，施設の維持管理，運営に係る費用については，物価変動等を勘案して定める額を，

事業期間にわたり事業者に支払う。 

 

２．事業内容 

（１）事業関係者 

関 係 者 役 割 
岡山県・事業者 特定事業契約当事者 
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（２）事業スキーム 

ア 本件施設の建設及び所有 

イ 本件施設の維持管理 

ウ 運営業務の実施 
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別紙４別紙４別紙４別紙４    設計に伴う提出図書設計に伴う提出図書設計に伴う提出図書設計に伴う提出図書    

（第 8 条関係） 

①設計書類     

1 構造計算書     

2 設備負荷計算書     

3 工事内訳書     

4 官公庁打合せ記録     

      

②図面（建築） ③図面（電気） ④図面（給排水・衛生） 

1 図面リスト 1 特記仕様書 1 特記仕様書 

2 特記仕様書 2 配置図 2 機器表 

3 案内図 3 受変電設備単線結線図 3 器具表 

4 敷地図（現況図・測量図） 4 受変電設備姿図 4 桝リスト 

5 概要書 5 幹線設備系統図 5 系統図 

6 外部仕上表 6 動力制御盤リスト 6 配置図 

7 内部仕上表 7 電灯分電盤リスト 7 各階平面図 

8 面積表 8 幹線・動力設備平面図 8 詳細図 

9 配置図 9 照明器具姿図 9 その他必要図面 

10 各階平面図 10 電灯・ｺﾝｾﾝﾄ設備平面図   

11 立面図 11 弱電設備系統図 ⑤図面（空調） 

12 断面図 12 弱電設備姿図 1 特記仕様書 

13 矩計図 13 弱電設備平面図 2 機器表 

14 平面詳細図 14 自動火災報知設備系統図 3 系統図 

15 展開図 15 自動火災報知設備平面図 4 各階平面図 

16 天井伏図 16 その他必要図面 5 詳細図 

17 床伏図   6 その他必要図面 

18 建具表     

19 外構図     

20 各部詳細図     

21 EV図     

22 構造図     

23 その他必要図面     
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別紙５別紙５別紙５別紙５    工事着手前の提出図書工事着手前の提出図書工事着手前の提出図書工事着手前の提出図書    

（第 11 条関係） 

図書名 サイズ 部数 備考 

実施工程表及び総合施工計画書 Ａ１、Ａ３ １部、１部 
関連工事も含み、受電、引込、検
査等ポイント記入 

総合図、施工図作成工程表 Ａ３ １部 
発注、工場製作、搬入、施工期間
等を記入 

請負契約書（写） Ａ４ １部  

同上内訳明細書（写） Ａ４ １部  

総合出来高予定表 Ａ４ １部 請求額とその時期を明記 

着工前現況写真  １部 

「工事写真の撮り方（旧建設大臣
官房官庁営繕部監修）改訂第２版 
建築編・建築設備編」によるもの
とする 

設計図書 Ａ２（Ａ１） ２部 

二ツ折製本 
（別紙４の内容を含んだもの。表
紙と背表紙に事業名記入。提出時
期：設計完了時） 

設計図書の縮小版 Ａ３縮小版 ３部 

二ツ折製本 
（別紙４の内容を含んだもの。表
紙と背表紙に事業名記入。提出時
期：設計完了時） 

設計図書の縮小版原図 Ａ３縮小版 １部 
原図 
（別紙４の内容を含んだもの） 

官公庁申請届一覧表 Ａ４ １部 パイプファイル程度による提出 
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別紙６別紙６別紙６別紙６    事業者が付保する保険事業者が付保する保険事業者が付保する保険事業者が付保する保険 

（第 22 条，第 74 条関係） 

 

１．建設時 

 

ア 履行保証保険 

【付保対象】建設企業の債務不履行により当該契約を解除した場合の事業者に対する金銭

補償 

【付保期間】施設の着工日から事業者への引渡日まで 

【補填限度額（補償額）】建設費（設計費・工事監理費含む）の 10％ 

 

イ 第三者賠償保険 

【付保対象】施設の建設工事に伴う法律上の賠償責任 

【付保期間】施設の着工日から事業者への引渡し日まで 

【補填限度額（補償額）】対人：1名当たり 1億円，1事故当たり 10 億円 

対物：1事故当たり 1億円 

 

（その他事業者の提案による） 

 

 

 

２．維持管理及び運営時 

（事業者の提案による） 

 

 

 



 - 42 - 

別紙７別紙７別紙７別紙７    しゅん工時の提出図書しゅん工時の提出図書しゅん工時の提出図書しゅん工時の提出図書 

（第 22 条関係）    

区分 名称 サイズ 部数 備考 

○二ツ折製本  Ａ２（Ａ１） ３部 
工事別（建築，電気，空調，
給排水，衛生） 

○第２原図 Ａ２（Ａ１） １部 同上 

○二ツ折製本  Ａ３縮小版 ３部 同上 

○第２原図 Ａ３縮小版 １部 同上 

○金文字Ａ４製本 Ａ４ １部 同上 

○金文字Ａ４製本 
（確認申請書等） 

Ａ４ １部 同上 

し
ゅ
ん
工
図(

原
図
等
一
式) 

○ＣＡＤデータ  １式 
同上（様式に関しては施設管
理担当者と協議のこと） 

○二ツ折製本 Ａ２（Ａ１） １部 
図面の選別は施設管理担当
者の指示による 

○第２原図 Ａ２（Ａ１） １部 同上 

○二ツ折製本 Ａ３縮小版 １部 同上 
施
工
図 

○第２原図 Ａ３縮小版 １部 同上 

○アルバム（しゅん工写真）  １式 

「工事写真の撮り方（旧建設
大臣官房官庁営繕部監修） 
改訂第２版 建築編・建築設
備編」によるものとする 

○工事中記録（写真）  １式 

「工事写真の撮り方（旧建設
大臣官房官庁営繕部監修） 
改訂第２版 建築編・建築設
備編」によるものとする 

し
ゅ
ん
工
写
真 

○ＣＤ－ＲＯＭ  １式  

○取扱い説明書 Ａ４ １部  

○工事中の検査記録，性能表 Ａ４ １部 
 
 

○保守管理要望参考資料 Ａ４ １部  

○総合実施工程表 Ａ４ １部  

○協力業者リスト Ａ４ １部  

 

そ
の
他 

○施工確認シート Ａ４ １部  
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別紙８別紙８別紙８別紙８    不可抗力による損不可抗力による損不可抗力による損不可抗力による損害金分担規定害金分担規定害金分担規定害金分担規定    

（第 28 条，第 31 条，第 84 条関係） 

 

1． 設計及び建設期間中に不可抗力が生じた場合，本件施設につき，追加費用額が同期間中の

累計で，その建設工事費費相当額の1000分の10に至るまでは事業者が負担するものとし，

これを超える額については県が負担する。 

 

2． 本件施設の維持管理及び運営期間中不可抗力が生じた場合，本件施設につき，追加費用額

が一事業年度につき累計で，年間の維持管理・運営費部分相当額（ただし，第 71 条第１項

の規定による物価変動に伴う補正を考慮し，かつ，第 72 条第２項の規定による減額を考慮

しない金額とする。）の 1000 分の 10 に至るまでは事業者が負担するものとし，これを超

える額については県が負担する。 
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別紙９別紙９別紙９別紙９    本件施設の引渡し方法及び所有権移転手続本件施設の引渡し方法及び所有権移転手続本件施設の引渡し方法及び所有権移転手続本件施設の引渡し方法及び所有権移転手続 

（第 33 条関係） 

 

本件施設の引渡し及び所有権移転に関する手続等の流れは，以下に示すとおりである。 

 

１．県による維持管理体制の確認 

 

２．事業者から県への完工図書の提出 

 

３．県による本件施設の完工検査 

 

４．県から事業者への完工検査済書の交付 

 

５．本件施設の引渡し 

 

６．県から事業者への登記手続の委任 

事業者の委託する土地家屋調査士及び司法書士への委任状の交付 

 

７．事業者の委託した土地家屋調査士による県名義での建物表示登記手続 

必要書類 ① 建物図面（配置図） 

     ② 各階平面図 

     ③ 委任状 

     ④ 建築確認通知書 

     ⑤ 検査済証（建築基準法によるもの） 

     ⑥ 工事完了引渡書 

 

８．事業者の委託した司法書士による県名義での建物保存登記手続 

必要書類 委任状 

 

９．所有権移転手続の完了 
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別紙別紙別紙別紙 10101010    定期清掃の対象定期清掃の対象定期清掃の対象定期清掃の対象    

（第 49 条関係） 

対象 範囲 内容 

(1) 床 施設全般 

・ 埃，シミ，汚れがない状態に保つ（繊維床を除
く）。 

・ 繊維床の場合は，埃，汚れがない状態に保つ。 
 

(2) 壁・天井 施設全般 
・表面全体を埃，シミ，汚れのない状態に保つ。 
 

(3) バルコニー 施設全般 
・ 土等汚れがない状態に保つ。 
 

(4) 照明器具， 
  時計，換気口 
 

施設全般 
・埃，汚れを落とし，適正に機能する状態に保つ。 
 

(5) 窓枠，窓ガラス 施設全般 
・汚れがない状態に保つ。 
 

(6)  金属部分， 
 手すり，扉，扉溝， 
 スイッチ類 

施設全般 ・埃，汚れがない状態に保つ。 

(7)  ネズミ・害虫駆除 
 

施設全般 

・ネズミ・害虫等を駆除する。殺鼠剤等の使用に
当たっては，あらかじめ施設管理担当者と協
議すること。 
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別紙別紙別紙別紙 11111111    導入機器及び備品リスト（参考：提案に依拠します。）導入機器及び備品リスト（参考：提案に依拠します。）導入機器及び備品リスト（参考：提案に依拠します。）導入機器及び備品リスト（参考：提案に依拠します。） 

（第 61 条関係） 

場所等 名称 数量 単位 

エントランス くず入れ 2 ヶ 

 傘袋スタンド 1 ヶ 

 プラントボックス 2 ヶ 

 パンフレットスタンド 2 ヶ 

談話コーナーⅠ スモーキングスタンド 2 ヶ 

 喫煙用空気清浄機 2 ヶ 

 テーブル φ900 4 ヶ 

 イス 16 脚 

 テレビ １ 台 

支援スタッフルーム ハイカンウンター 1800 1 ヶ 

 ハイカンウンター 1500 1 ヶ 

 車イスカウンター 1200 1 ヶ 

 エンドパネル連結部材 1 式 

 両袖机 3 ヶ 

 事務用イス 3 ヶ 

 片袖机 4 ヶ 

 脇机 4 ヶ 

 事務用イス 4 ヶ 

 スチール書庫 両開き 5 ヶ 

 スチール書庫 引き違い 5 ヶ 

 プラントボックス 1 ヶ 

 応接セット 1 式 

 角テーブル 2 ヶ 

 イス 11 ヶ 

 ファクシミリ 1 台 

 複写機 1 台 

 ラック棚 1 台 

 電話機 5 台 

 コインコピー 1 台 

 コインＦＡＸ 1 台 

その他管理用ｽﾍﾟｰｽ 片袖机 4 ヶ 

 脇机 4 ヶ 

 事務用イス 4 ヶ 

 スチール書庫 引き違い 5 ヶ 

 電話機 2 台 

共用室 テーブル 32 ヶ 

 イス 96 脚 

 演壇 1 ヶ 

 テーブル φ900 6 ヶ 

 イス 24 脚 

 電話機 5 台 
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場所等 名称 数量 単位 

談話コーナーⅡ スモーキングスタンド 2 ヶ 

 ロビーチェアー ８人掛け 1 式 

 喫煙用空気清浄機 2 ヶ 

（映像設備） 移動式スクリーン 2 台 

 モニターTV 1 台 

 書画カメラ １ 台 

 ビデオプレーヤー １ 台 

 DVDプレーヤー １ 台 

 マルチメディアプロジェクター １ 台 

    

（音響設備） メインスピーカー ２ 台 

 カセットデッキ １ 台 

 CD/MDプレーヤー 1 台 

 有線マイク・スタンド ２ 式 

 ワイヤレス マイク ２ 本 

 ※マイクは、4本同時使用が可能なものとする   

    

更衣室 ロッカー 提案による 台 
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別紙別紙別紙別紙 12121212    業務報告書の概要業務報告書の概要業務報告書の概要業務報告書の概要 

（第 69 条関係） 

 

１ 施設の維持管理業務（業務項目別に作成） 

・業務の実施対象期間 

・業務の実施記録及び設備管理記録等※に基づいた，業務の実施状況及び要改善事項 

・その他特記すべき事項（事故等の報告を含む） 

※ 実施記録及び設備管理記録については，「維持管理業務に関する要求水準書」に従い

別途記録のこと。 

 

 

２ 施設の運営業務（業務項目別に作成） 

・業務の実施対象期間 

・業務の実施記録※に基づいた，業務実施状況及び要改善事項 

・その他特記すべき事項（事故等の報告を含む） 

※ 実施記録については，「運営業務に関する要求水準書」に従い別途記録のこと。 
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別紙別紙別紙別紙 13131313    サービス購入費の金額サービス購入費の金額サービス購入費の金額サービス購入費の金額 

（第 70 条，第 71 条関係） 

１１１１    施設整備費施設整備費施設整備費施設整備費    

 

（（（（総支払額総支払額総支払額総支払額））））    

（単位：円） 

消費税等抜き  

消費税等  元本 
計  

消費税等抜き  

消費税等  
建設一時支払金 
 

計  

消費税等抜き  

消費税等支払はなし  利息 
計  

消費税等抜き  

消費税等  

 
施設整備費の 
総支払い額 
算定根拠 
 
 

合計 
計  

※施設整備費は、建設一時支払金の変更に伴い変動する。ただし、利息算定のための金利、施

設整備費の合計は変更しない。 

※消費税等は，サービス購入費に含まない。 

 

（（（（期別支払額期別支払額期別支払額期別支払額））））    

・計 … 当該年度合計 

・上 … 当該年度上半期分（4月 1 日～9 月末日） 

・下 … 当該年度下半期分（10 月 1 日～翌年 3月末日）    

（単位：円） 

平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

計  計  計  計  計  

     
上 
（うち利息） 

上 

（うち利息） 

上 

（うち利息） 

上 

（うち利息 

上 

（うち利息） 

     
下 
（うち利息） 

下 

（うち利息） 

下 

（うち利息） 

下 

（うち利息） 

下 

（うち利息） 

 

（単位：円） 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

計  計  計  計  計  

     
上 
（うち利息） 

上 

（うち利息） 

上 

（うち利息） 

上 

（うち利息） 

上 

（うち利息） 

     
下 
（うち利息） 

下 

（うち利息） 

下 

（うち利息） 

下 

（うち利息） 

下 

（うち利息） 

元本＋利息が 
施設整備費 
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（単位：円） 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計  計  計  計  計  

     
上 
（うち利息） 

上 

（うち利息） 

上 

（うち利息） 

上 

（うち利息） 

上 

（うち利息） 

     
下 
（うち利息） 

下 

（うち利息） 

下 

（うち利息） 

下 

（うち利息） 

下 

（うち利息） 

※建設一時支払金は含まない。（平成１５年５月末までに支払） 

    

２２２２    維持管理・運営委託費維持管理・運営委託費維持管理・運営委託費維持管理・運営委託費    

 

・計 … 当該年度合計 

・上 … 当該年度上半期分（4月 1 日～9 月末日） 

・下 … 当該年度下半期分（10 月 1 日～翌年 3月末日） 

    

 （単位：円） 

平成 15 年度 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 

計  計  計  計  計  

上  上  上  上  上  

下  下  下  下  下  

 

（単位：円） 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 

計  計  計  計  計  

上  上  上  上  上  

下  下  下  下  下  

 

（単位：円） 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計  計  計  計  計  

上  上  上  上  上  

下  下  下  下  下  
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別紙別紙別紙別紙 14141414    維持管理・運営委託費部分の減額維持管理・運営委託費部分の減額維持管理・運営委託費部分の減額維持管理・運営委託費部分の減額及び支払停止の方法及び支払停止の方法及び支払停止の方法及び支払停止の方法    

（第 72 条，第 76 条関係） 

 

１ 減額等の対象 

・減額等の対象となる支払は，サービス購入費のうち，維持管理業務及び運営業務に係る部

分とする。 

 

２ 減額等の措置を講じる事態 

・要求水準書に示す内容が県に提供されない状態。 

・上記の状態について，以下に定める程度を設定する。 

レベル１：施設入居者の研究・開発等，業務の実施に著しい影響を及ぼす程度 

レベル２：施設入居者の研究・開発等，業務の実施に影響を及ぼす程度 

レベル３：施設入居者の研究・開発等，業務の実施に軽微な影響を及ぼす程度 

 

３ 減額等の決定過程 

・レベル１～３の状態に陥り，かつ，県が提示する是正期間を経過しても改善されない場合，

１日につき，レベル１は３ポイント，レベル２は２ポイント，レベル３は１ポイントのペ

ナルティポイントをカウントする。 

 

４ 減額等の決定 

・支払対象期間（各年度の半年間）の累積ペナルティポイントが以下に達した場合は，減額

等の措置内容が決定する。 

累積ペナルティポイント 減額等の措置内容 
０～４ 減額等なし 
５～９ ２０％の減額 
１０以上 支払停止 

 

５ 支払停止 

・累積ペナルティポイントが１０以上の場合，支払停止とするが，翌期の支払対象期間にお

ける累積ペナルティポイントが４以下であれば，翌期分の支払時に，当該委託料の８０％

を加算して支払う。 

・累積ペナルティポイントが１０以上の場合で，翌期の支払対象期間における累積ペナルテ

ィポイントが５以上であれば，契約を解除する。 
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別紙別紙別紙別紙 15151515    法令，制度等の変更による損害金分担規定法令，制度等の変更による損害金分担規定法令，制度等の変更による損害金分担規定法令，制度等の変更による損害金分担規定 

（第 81 条関係）    

    

法令，制度等の変更      県負担割合 事業者負担割合 

 

a) 本件施設整備事業に直接関係する法令，制度等の変更の場合 100％    0％ 

b) a)記載の法令，制度等以外の法令，制度等の変更の場合  0％   100％ 

    

 なお，「本件施設整備事業に直接関係する法令，制度等」とは，特に本件施設及び本件施設と

類似のサービスを提供する施設の維持管理及び運営その他に関する事項を直接的に規定するこ

とを目的とした法令，制度等を意味するものとし，これに該当しない法人税その他の税制変更及

び事業者に対して一般に適用される法律の変更は含まれないものとする。 
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別紙別紙別紙別紙 16161616    保証書の様式保証書の様式保証書の様式保証書の様式 

（第93条関係） 

 

平成［ ］年［ ］月［ ］日 

 

岡山県 

岡山県知事 石井 正弘 様 

 

 

 

出出出出    資資資資    者者者者    保保保保    証証証証    書書書書    

 

 

 

 岡山県及び［   ］（以下「事業者」という）間で本日付で締結された岡山リサーチパーク・

インキュベーションセンター整備等事業に係る特定事業契約（以下「事業契約」という）に関し

て，出資者である［   ］，［   ］，［   ］（以下「当社ら」という）は，本日付を

もって，貴県に対して下記の事項を連帯して誓約し，かつ，表明及び保証致します。なお，特に

明示の無い限り，本出資者保証書において用いられる語句は事業契約において定義された意味を

有するものとします。 

 

 

記 

 

 

１ 事業者が，平成［ ］年［ ］月［ ］日に商法上の株式会社として適法に設立され，本日

現在有効に存在すること。 

 

２ 事業者の本日時点における発行済株式総数は［ ］株であり，うち，［ ］株を［ ］が，

［ ］株を［ ］が，［ ］株を［ ］が，それぞれ保有していること。 

 

３ 事業者が本件事業を遂行するために行う資金調達を実現することを目的として，当社らが保

有する事業者の株式を金融機関に対して譲渡し，又は同株式上に担保権を設定する場合，事

前にその旨を貴県に対して書面により通知しその承諾を得た上で行うこと。 

 

４ 前項に規定する場合を除き，当社らは，事業契約が終了する時まで事業者の株式を保有する
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ものとし，貴県の事前の書面による承諾がある場合を除き，譲渡，担保権の設定その他一切

の処分を行わないこと。 

５ 前項の規定にかかわらず，当社らの一部の者に対して当社らが有する事業者の株式の一部を

譲渡する場合には，貴県に対する事後報告をもって足りるものとします。ただし，事業期間

を通じて，代表企業の出資比率は出資者中最大となることを維持します。 

 

 

以上 

 

 

代表企業 

   住 所   

   ［ ］株式会社 

                代表者 

                代表取締役［          ］印 

 

   住 所   

   ［ ］株式会社 

                代表者 

                代表取締役［          ］印 

 

   住 所   

   ［ ］株式会社 

                代表者 

                代表取締役［          ］印 

 


